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公共事業労務費フォローアップ (平成26年7月調査 )の

実施について

かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り

厚くお礼申し上げます。

最近、全国で技能労働者不足等に伴い技能労働者の賃金水準が上昇傾向にあ

り、今後も変動性が高い状態が継続する可能性がある事から、労働市場におけ

る賃金変化の実態を捉え注視すべく、毎年 10 月に実施している公共事業労務

費調査以外に加え、平成 26 年 7 月時点を対象とした標記調査が実施される事

となり、全建を通じ国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課長より協力依

頼がありました。

つきましては、調査対象企業となられた場合には、別紙に記載されておりま

す、1.公共事業労務費フォローアップ(平成 26 年 7 月調査 )における重要事項、2.

会場調査の実施等についてご留意頂き、調査の制度、透明性を更に高めて頂き

ますとともに、ご協力方よろしくお願い申し上げます。

ご参考までに、 5 月 30 日に開催されました平成 26 年度公共事業労務費調査

フォローアップ調査に関する説明会資料が添付されております事を申し添えま

す。


